
１．各会計の補正予算額

会　　計　　名 既　定　額 補　正　額 計

一 般 会 計 33,253,354 741,557 33,994,911  別紙のとおり

小 田 川 財 産 区
特 別 会 計

6,376 6,376

大 屋 財 産 区
特 別 会 計

2,075 2,075

樋 ヶ 沢 財 産 区
特 別 会 計

457 457

国 民 健 康 保 険
特 別 会 計

5,628,700 2,673 5,631,373 人件費の補正

後 期 高 齢 者 医 療
特 別 会 計

703,638 703,638

介 護 保 険 特 別 会 計 6,145,698 1,671 6,147,369 人件費の補正

地 方 卸 売 市 場
特 別 会 計

17,659 17,659

水 道 事 業 会 計 2,545,604 1,606 2,547,210 人件費の補正

工業用水道事業会計 165,865 165,865

下 水 道 事 業 会 計 4,363,918 1,005 4,364,923 人件費の補正

合　　　　　　　計 52,833,344 748,512 53,581,856

令和５年度１２月追加補正予算の概要

（単位　：　千円）

備　　　　　　考



（ 単位 ： 千円 ）

金　　額

職員給与関係費 70,821

会計年度任用職員関係費 21,916

<民生費>

364,762

<商工費>

商工業振興対策事業 154,470 物価高騰対策生活支援クーポン事業

【商工課】

　その他 129,588 (1)

(2)

(3)

(4)

(5)

741,557

※補正額の財源内訳（ 千円 ）

　　地方交付税 154,927

　　国庫支出金 583,130

　　市債 3,500

計 741,557

強い農業基盤づくり事業　【農林整備課】

（国一次補正における追加の交付決定）

（国一次補正における追加の交付決定）

48,885

　福島県人事委員会勧告に準じ、特別職、一般職及び会
計年度任用職員の給与を改定するための経費（特別会計
への繰出金含む）など

電力・ガス・食料品等価格高
騰重点支援給付金事業（国補
正分）
【社会福祉課】

　物価高騰の負担感が大きい低所得世帯を支援するため、住
民税非課税世帯に７万円を給付する。
　・対象者
　　住民税非課税世帯　5,100世帯　給付金　357,000千円
　　事務費　7,762千円

　・財源(国：10/10)
　　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

財政調整基金積立金　【財政課】

（国一次補正における追加の交付決定）

4,112

10,000

19,333

　原油価格や物価の高騰に対応した支援と、消費喚起、販
売促進による地域経済の活性化を図るため、小売店や飲
食店等で使用できる第6弾生活支援クーポン券を全市民に
配布する。
　・事業内容
　　　クーポン券：2,500円（250円×10枚）/全市民
　　　対象店舗  ：小売業、サービス業、飲食店等

　・財源(国)
　　 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金
　　　　134,449千円

道路改良事業（交付金）　【道路河川課】 47,258

合　　　計

２．一般会計　補正予算（第６号）の主な内容

事　　業　　名 事　　　業　　　の　　　概　　　要

県営河川砂防等事業負担金【道路河川課】

（国一次補正における追加の交付決定）

宅地耐震化推進事業　【都市計画課】


